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令
和
３
年
度
下し

も

半は
ん

期き　
市し

の
財ざ

い

政せ
い

運う
ん

営え
い

状じ
ょ
う

況き
ょ
う

　
詳
細
は
、ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ・試
験
案
内
を

確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

●
一
次
試
験
日　
５
月
22
日
㈰

●
試
験
場
所　
筑
紫
野
市
役
所
５
階
会
議

室(

市
石
崎
１-

１-

１)

●
申
込
方
法

▽ 

電
子
申
請　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
申
請

ペ
ー
ジ
へ
ア
ク
セ
ス

▽ 

持
参
、郵
送　

申
込
書
と
返
信
用
封
筒

を
提
出

●
申
込
期
限　
５
月
13
日
㈮
、17
時
ま
で

●
試
験
区
分(

試
験
問
題
の
程
度)

採
用
予
定
人
数・受
験
資
格

▽ 

保
育
士(

高
校
卒
程
度)

１
人
・
昭
和
57

年
４
月
２
日
以
降
に
生
ま
れ
た
、保
育

士
資
格
を
有
す
る
ま
た
は
令
和
４
年
６

月
30
日
ま
で
に
資
格
を
取
得
見
込
み
の

人
※
地
方
公
務
員
法
第
16
条
に
該
当
す
る
人

は
受
験
で
き
ま
せ
ん
。

●
試
験
案
内
配
付
場
所　
市
役
所(

総
合

案
内
・
人
事
課)

、各
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン

タ
ー
ほ
か
。ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
可
。郵
送
に
よ
る
請
求
は
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

申
問
人
事
課

筑
紫
野
市
職し

ょ
く

員い
ん

採さ
い

用よ
う

試し

験け
ん(

保ほ

育い
く

士し)

会計名 予算現額 A 収入済額 B 収入率 
B/A×100 支出済額 C 執行率 

C/A×100
一般会計 398億3,155万6千円 360億9,247万1千円 90.6% 318億2,434万8千円 79.9%
国民健康保険事業 100億6,649万6千円 93億1,961万6千円 92.6% 93億5,542万9千円 92.9%
住宅新築資金等貸付事業 2,145万5千円 2,194万9千円 102.3% 253万4千円 11.8%
奨学資金貸与事業 745万8千円 831万8千円 111.5% 513万8千円 68.9%
介護保険事業 70億5,882万7千円 57億8,596万3千円 82.0% 63億2,134万円 89.6%
後期高齢者医療事業 25億2,169万2千円 24億7,132万円 98.0% 24億4,946万2千円 97.1%
筑紫地区介護認定審査会事業 7,069万1千円 7,051万8千円 99.8% 3,893万2千円 55.1%
農業集落排水事業 2億1,763万2千円 3,587万1千円 16.5% 1億8,719万円 86.0%
二日市財産区 335万3千円 319万1千円 95.2% 89万1千円 26.6%
御笠財産区 2,027万8千円 143万6千円 7.1% 45万3千円 2.2%
平等寺山財産区 2,876万7千円 67万9千円 2.4% 141万円 4.9%

合　計 598億4,820万5千円 538億1,133万2千円 89.9% 501億8,712万7千円 83.9%

　
市
で
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
税

金
の
使
い
道
や
、
市
の
財
政
が
ど
の
よ
う

に
な
っ
て
い
る
か
を
公
表
し
て
い
ま
す
。

　
今
回
は
、
令
和
３
年
度
の
下
半
期(

令

和
４
年
３
月
31
日
現
在)

の
歳
入
歳
出
予

算
の
執
行
状
況
を
紹
介
し
ま
す
。

　
な
お
、
５
月
31
日
ま
で
出
納
整
理
期
間

が
設
け
ら
れ
て
い
る
た
め
、
最
終
的
な
決

算
額
と
は
異
な
り
ま
す
。
詳
細
は
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

問
財
政
課

●市民の税負担状況
・令和４年３月31日現在の人口　105,782人
・市民一人あたりの市税負担額　128,608円
　(市税収入済額136億439万3千円に対する額)
●財産の現在高
・�基金　150億7,889万２千円(令和３年度末見込)
　土地、建物については、令和３年度決算確定後に公
表します。
●市債および一時借入金の現在高
・�一般会計　250億289万６千円(令和３年度末見
込)
・�特別会計　７億296万９千円(令和３年度末見込)
・�一時借入金(全会計)　０円(令和4年3月31日現在)

「ひかり輝く筑紫野市づくり」を
担う人材を募集します！

問い合わせ先で電話番号を掲載していない課・担当などは、市役所本庁 ☎(923)1111 にお願いします。広報ちくしの 令和4年5月号9
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国
民
健
康
保
険
税
率
を
改
定
し
ま
す

　
本
年
度
の
国
民
健
康
保
険(
国
保)

税
の

税
率
は
、国
民
健
康
保
険
の
財
政
運
営
の

状
況
や
今
後
の
見
通
し
を
踏
ま
え
、下
表

の
と
お
り
改
定
と
な
り
ま
す
。　

●
税
率
改
定
の
趣
旨

　

国
保
は
、病
気
や
け
が
を
し
た
と
き
に

安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
加

入
者
の
皆
さ
ん
が
保
険
税
を
出
し
合
い
、

お
互
い
に
助
け
合
う
相
互
扶
助
の
制
度
で

す
。

　
平
成
30
年
度
か
ら
国
保
財
政
運
営
の
責

任
主
体
が
都
道
府
県
と
な
り
、市
町
村
は

都
道
府
県
に
対
し
国
保
事
業
費
納
付
金
を

納
め
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。納
付
金
の

財
源
は
主
に
国
保
税
に
よ
る
収
入
で
す

が
、市
の
国
保
財
政
は
赤
字
が
続
い
て
お

り
、令
和
４
年
度
は
約
１
億
５
５
０
０
万

円
の
赤
字
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、現
在
の
税
率
で
は
納
付
金

を
納
め
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
こ
と
か

ら
、国
保
税
を
構
成
す
る「
医
療
給
付
分
」

「
後
期
高
齢
者
支
援
金
分
」「
介
護
納
付
金

分
」の
う
ち
、特
に
不
足
し
て
い
る「
後
期

高
齢
者
支
援
金
分
」「
介
護
納
付
金
分
」の

税
率
を
改
定
し
ま
す
。こ
れ
ら
二
つ
は「
後

期
高
齢
者
医
療
制
度
」「
介
護
保
険
制
度
」

を
支
援
す
る
た
め
の
納
付
金
で
す
。

　
今
後
、一
人
当
た
り
の
医
療
費
は
、グ
ラ

フ
の
と
お
り
、一
時
的
に
コ
ロ
ナ
禍
に
お

い
て
減
少
は
見
ら
れ
る
も
の
の
、今
後
も

高
齢
化
に
よ
る
受
診
頻
度
の
増
加
や
治
療

費
の
高
額
化
に
よ
り
増
加
す
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
。

　
国
保
の
安
定
し
た
運
営
や
加
入
者
の
負

担
軽
減
の
た
め
に
、生
活
習
慣
の
見
直
し

や
病
気
の
早
期
発
見
・
早
期
治
療
な
ど
の

健
康
管
理
、ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
の
利

用
や
重
複
受
診
を
控
え
る
な
ど
医
療
費
抑

制
の
取
り
組
み
が
必
要
で
す
。

　
加
入
者
の
皆
さ
ん
の
ご
理
解
と
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。

令
和
４
年
度　
国こ

く

民み
ん

健け
ん

康こ
う

保ほ

険け
ん

税ぜ
い

の
変へ

ん

更こ
う

●「国保加入者数」と「一人当たり医療費」の状況

26,000

24,000

22,000

20,000

18,000

16,000

400,000

392,000

384,000

376,000

368,000

360,000

１
人
当
た
り
医
療
費
(円)

加
入
者
数
(人)

H29 H30 R1 R2 R3 R4

398,331

380,870

393,551
予測

コロナ影響
による減少

今後も増加
する見込み

20,209 19,818
予測

20,675
21,230

21,863

395,857

375,187

(年度)

算定基礎 医療給付分の
保険税

後期高齢者支援
金分の保険税

介護納付金分の保険税
(40歳〜64歳の人)

所得割額 令和３年中の総所得金額
等ー控除額(加入者ごと)

7.2％
(変更なし)

2.4％
(2.1%)

2.68％
(1.8%)

均等割額 １人につき 25,000円
(変更なし)

9,100円
(7,500円)

16,700円
(13,000円)

平等割額 １世帯につき 25,000円
(変更なし)

8,600円
(7,500円)

年間の最高
保険税額 １世帯につき 650,000円

(630,000円)
200,000円
(190,000円)

170,000円
(変更なし)

税率改定の内容　(　)内は前年度の税率と金額
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●
特
例
対
象
被
保
険
者(

非
自
発
的
失
業

者
等)

に
対
す
る
保
険
税
の
軽
減
措
置
が

あ
り
ま
す

　

国
保
加
入
者
で
、勤
め
て
い
た
会
社
の

倒
産
、解
雇
、雇
用
契
約
が
更
新
さ
れ
な

い
、と
い
っ
た
理
由
で
離
職
し
た
人
の
保

険
税
を
一
部
軽
減
し
ま
す
。こ
の
軽
減
を

受
け
る
に
は
申
請
が
必
要
で
す
。詳
し
く

は
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
国
保
税
の
納
税
通
知
書
を
送
付
し
ま
す

　
確
定
申
告
な
ど
で
前
年
中
の
所
得
金
額

の
確
定
に
伴
い
、令
和
４
年
度
の
国
保
税

を
決
定
し
、納
税
通
知
書
を
６
月
中
旬
に

世
帯
主
あ
て
に
郵
送
し
ま
す
。保
険
税
額

を
確
認
し
、各
納
期
限
内
に
納
付
を
お
願

い
し
ま
す
。

※
特
別
徴
収(

年
金
か
ら
の
天
引
き)

に
よ

り
国
保
税
を
納
付
し
て
い
る
世
帯
に
は
、

特
別
徴
収
賦
課
決
定
通
知
書
を
７
月
中
旬

に
世
帯
主
あ
て
に
郵
送
し
ま
す

●
国
保
税
の
納
付
義
務
者
は
世
帯
主
で
す

　
住
民
票
上
の
世
帯
主
が
国
保
加
入
者
で

は
な
く
て
も
世
帯
の
中
に
国
保
加
入
者
が

い
れ
ば
、世
帯
主
が
国
保
税
の
納
付
義
務

者
に
な
り
ま
す
。

問
国
保
年
金
課 

国
保
担
当

●
所
得
が
少
な
い
世
帯
は
軽
減
措
置
が
あ

り
ま
す

　
世
帯
主
お
よ
び
国
保
加
入
者
の
前
年
の

総
所
得
金
額
等
の
合
計
が
国
の
定
め
る
基

準
所
得
以
下
の
世
帯
に
つ
い
て
は
、国
保

税
の
均
等
割
額
、平
等
割
額
が
軽
減
さ
れ

ま
す
。申
請
は
不
要
で
す
。

●
未
就
学
児
に
か
か
る
均
等
割
額
の
軽
減

を
行
い
ま
す

　

令
和
４
年
度
よ
り
、子
育
て
世
代
の
経

済
的
負
担
軽
減
の
観
点
か
ら
、国
保
に
加

入
し
て
い
る
未
就
学
児
の
均
等
割
額
の
２

分
の
１
を
軽
減
し
ま
す
。所
得
が
少
な
い

世
帯
へ
の
軽
減
措
置(
７
割
、５
割
、２
割

軽
減)

が
適
用
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、軽
減

後
の
均
等
割
額
の
２
分
の
１
が
軽
減
と
な

り
ま
す
。申
請
は
不
要
で
す
。

区　分 医療給付分 後期高齢者
支援金分 合　計

軽減非該当世帯 12,500円 4,550円 17,050円

２割軽減世帯 10,000円 3,640円 13,640円

５割軽減世帯 6,250円 2,275円 8,525円

７割軽減世帯 3,750円 1,365円 5,115円

２割軽減
適用世帯

43万円＋(52万円×被保険者数※1)＋
10万円×(給与所得者等※1の数ー1)以下の世帯

５割軽減
適用世帯

43万円＋(28.5万円×被保険者数※1)＋
10万円×(給与所得者等※2の数ー1)以下の世帯

７割軽減
適用世帯 43万円＋10万円×(給与所得者等※2の数ー1)以下の世帯

●未就学児一人当たりの軽減後の均等割額(年額)

●令和4年度の軽減判定所得基準

※１　同世帯で国民健康保険から後期高齢者医療保険に移行した人を含む
※２　一定の給与所得者と公的年金等の支給を受ける人
※３　加入者に未申告の人がいる場合は軽減の判定ができません。

問い合わせ先で電話番号を掲載していない課・担当などは、市役所本庁 ☎(923)1111 にお願いします。広報ちくしの 令和4年5月号11


